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1.は じ め に
(1)本稿の 目的
高度経済成長が終わりを告げた70年代,ニ クソン・ショックや石油危機
などの影響によって経済が停滞 し倒産件数が上昇 した。 このとき中小企業を
中心 として行われた倒産反対争議に,こ の時期に固有 とされる闘争形態がみ
られた。すなわち倒産企業 における労働者 自主再建 ・自主生産闘争である
(以下,自 主生産闘争,あ るいは自主生産運動とする)。当時,こ の闘争は,
労働者的秩序に基づく会社経営の可能性を内包 した 「新たな運動」(戸塚 ・
井上[1981])1)として一部の研究者や労働者の耳 目を集めた。
しか し,80年代に入 り,新 自由主義 ・新保守主義政権やバブル経済が成
立すると,倒産件数の漸次的減少,再 就職の容易さなどの理 由によって倒産
反対争議 自体への注 目度が薄れていった。 と同時に,80年代後半以降の約
10年間,自 主生産に至る倒産反対争議はほとんど起こっていなか ったとも
いわれている2)。





































出所:総 務 省統計 局 「事業所 ・企業統計調査」
注1:デ ータは非一 次産業,個 人企業 と会社企業 を合 わせた数 値による。






























注 目され研究対象 とされたが,90年代後半以降に発生 している同様の事例




には,後 述するように,一 部の研究者たちから,主 に 「三つの期待」(0雇
用確保への期待,② 労働者的秩序に基づ く会社経営の期待,③ 体制変革への
期待)が 掛けられていた。そして,そ れぞれの期待に対応 して,主 に 「三つ
の研究意義」(0労働者 自身による雇用確保,② 企業内における労働者的秩
序の模索,③ 体制変革の契機の模索)が 設定 されていたといって大過ない。
このような研究意義に対 して,今 日,否定的な見解が結論的に提出されて
おり,その研究意義は喪失 したとも考えられる。 しか し,そこで扱われてい
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る事例はいずれも70～80年代初めを起点とするものであり,その時代性に
規定 された限界があることも事実である。 そこで,本 稿では,90年代後半
以降の事例を研究対象 とすることによって,そ の時代的制約を超え,新 しい
研究意義を提出することを目的とする。
その作業として,ま ず次第で,倒 産反対争議とその研究にあたって適切な
時代区分を確認 したあと,章 を改め,70～80年代初めに起点を有す る倒産
反対争議に固有とされた特徴を検討する。 さらに3章 において,90年代後
半以降に起点を有する倒産反対争議の特徴を検討 し,それぞれの時代の相違
を浮 き彫 りにする。そ して,最 終章 において,90年代後半以降に起点を有
する事例を対象 とした研究意義を,先行研究の成果をふまえながら論証する。
(2)時代 区 分
本稿では,「70～80年代初め」 と 「90年代以降」を中心 に比較検討 し,こ
れらに前後する 「60年代以前」および 「80年代半ば～90年代半ば」について










般労組,地 域ユニオン)提供の関連文書資料,聞 き取り調査記録,な らびに90
年代後半に倒産から自主再建を経験 したT社 提供の関連文書資料,当 社から
の聞き取 り調査記録,お よび当該工場にて1999年4月下旬～7月上旬の間,
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筆者 自身がフライスエ として現場労働に従事 し,逐次書き留めた参与調査記
録を用いることで,一 定以上の確度を持った比較が可能となろう4)。
ここで繰 り返 し述べれば,第一 に,本稿では 「60年代以前」と 「80年代
半ば～90年代半ば」は必要な範囲で触れるにとどめ,分析の中心は 「70～80












ぜな ら,各々の争議主体 ・運動主体には,そ れが結成 された時点における時
代的特徴や争議が勃発 した時点に固有の時代性が反映されているのが通例で
あるし,成員の入れ替えや世代交代があった場合にも,次代に自分たちの経
験を伝えていこうとする傾向が見 られるため,倒 産反対争議(お よびその後再
建された自主生産企業)を 分析するに当たっては,どの時期を起点とするかに
よって区別するべきであろう。






の意味を持たず,自 主生産闘争に移行 しない場合 もある6)。60年代以前(高
度経済成長終焉まで)の 倒産反対争議における工場占拠には,こ のタイプの
ものが多かったといわれる。すなわち,労 働債権を物的に確保する目的での
み工場を占拠 し,生活資金や闘争資金は,主 にカンパ ・特産品の行商 ・アル
バイ トなどで賄 っていたのである7)。この時期の倒産反対争議が 自主生産闘
争へ と至 らなかったのは,経済の高度成長を背景 として,再 就職先の確保が










とどまらず,自 主生産の常態化 ・永続化を目差す集団」 と,両者への分化が






　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
当時の倒産反対争議では,経営危機以前の平素か ら職制機構を圧倒 してこ
　 コ 　 　
れを飲み込むような 「強い組合」が存在 し9),企業倒産という極限的状態に
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直面 しても,その経営権蚕食的な行動を貫徹 して,自 らの力で企業再建を成
し遂げ,自主生産 ・自主管理体制を常態化 させようとする新たな闘争傾向が









0倒産にともなって労働者は 「解雇反対,労 働債権確保,企 業再建」を主
張する。②これらを実現するための闘争手段 として,従前の職場や工場を占
　 　 　 り
拠 し自主生産を行 う方法がある。③ この方法を選択する場合には,平素から
経営権を蚕食するような組合運動が有効である。④ この運動は,自 主生産体
制の常態化 ・永続化へ と発展 しうる。⑤ これは新たな社会主義像を模索する
労働者たちに,身近な範例を供することになる。
すなわち戸塚氏は,労働者の自主管理体制の常態化 ・永続化をひとつの理





(2}70～80年代 の倒産反対 争議 における 「三要求」,「三つの期待」,
「三つの研究意義」







あるが,基 本的な要求は 「0解雇反対,② 労働債権確保,③ 企業再建」の三
要求であ った。
このとき,「0解雇反対」要求は,文 字通 り 「首切 り反対」の要求である
が,「②労働債権確保」要求は,遅 延未払い賃金の支払要求 というよりも,




の倒産反対争議に部分的に現われた新 しい特徴は,そ こで採 られた 「闘争手
段」と労働者が自らの力で 「③企業再建」までを図ったところにあった。す
なわち,新 しい特徴 とは,「従前か らの工場を占拠 し自主稼動 させるという
闘争手段(自 主生産という闘争手段)」を用いて,「③企業再建」までを要求
したことにあったのである。
② 自主再建企業への 「三つの期待」…当初は戦術 として始められた自主























なわち,70～80年代初めの倒産反対争議を研究対象 とする意義は,上 述 し




であった。 これ らの期待や研究意義に対 して,70～80年代初めを起点 とす
る事例群が,そ の後,実 際にどのような経緯を辿 り,研究者たちがどのよう
な評価を与えるに至ったのかは,本 稿4.で確認することとし,こ こでは,
当時の倒産反対争議をめぐる時代的特徴の把握を先に進める。
④70～80年初めに求められた 「二つの条件」…この時期,労 働者 によ
る自主生産 ・再建闘争が成功するには,特 に次の二つの条件が求あられた。
第一に,平素から経営権を規制 し得 る強い組合の存在であ り,第二に,周辺
地域における平素からの労働組合運動の力量である。





な組合が平素か ら存在 してこそ,先 の三要求の項で確認 した70～80年代初
めの倒産反対争議の特徴,「従前か らの工場を占拠 し自主稼動 させるという
闘争手段(自 主生産 とい う闘争手段)」を用いなが ら 「③企業再建」までも
要求することが可能であると主張されていた。以下,こ れに言及 した文章を
引用する。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
「…階級的な労働組合運動の原則にしたが って,平 素から経営権への規制





この議論は次の(3)①企業内部(争 議主体)で 詳 しく検討す る。
　 　 　 　 　 　
さらに,企 業内部にとどまらず,第 二の条件として,平 素における周辺地
コ 　 　 　 　 　 　
域の労働組合運動があげられた。すなわち,「…倒産前におけるその企業お
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
よび周辺地域における労働組合運動の力量如何,が 問われなければならない」
(戸塚,井 上[1981]527頁。傍点筆者)と 主張 されていたのである。 この
議論は次の③ ②企業外部で詳 しく検討する。





　 　 　 　 　 　 　 り 　 　 　 　
体は,企業が倒産の危機に陥る以前の平素時に結成された労働組合であった。










とは,す なわち,70～80年代初めの争議主体は,経 営への規制から,自 ら
経営の担い手へと,その機能を逆転させているのである。
なお,こ の時期の倒産反対争議には,偽装倒産(組 合側か ら表現すれば倒
産攻撃)を 契機 とするものが散見される。すなわち,組合の結成を嫌った経
営が,組合潰 しを目的として故意に自社を倒産させ,別 の場所で(実 質的に
同一の)会社を再建する事態が起き,こ れに反対する労働者によって争議が
行われた。このような偽装倒産の 「倒産」は,経 営の故意によるものであっ





ており,その蚕食性を普段か ら強めているような組合(闘 争的組合)こ そが,
倒産反対争議を有効に展開し得 ると主張 していた(戸塚 ・井上[1981]651
頁)。
ここであえて言及 しておけば,本 来,組 合が経営に規制を加える方法は,
経営権への直接的介入(経 営権の蚕食)と いう方法に限らない。たとえば,









② 企業外部…次に,企 業外部に関 して言えば,自主生産を行った組合の
多 くは,旧総評左派系の組織に加盟 しており,倒産企業外部か らも広 く支援
を獲得できた。 また,1972年6月に第一回 「東京総行動」が実施され,こ






頭闘争 として,相 当の規模で追求されている,…」(戸塚 ・井上[1981]642
頁)と いうのは,こ のような事情を示 している。また,外 部か らの積極的支
援は,第 一 に,60年代後半の学生運動の高揚,第 二に,反 公害運動,住 民
運動などの社会運動の高揚,と いった70年代の時代的潮流によって支え ら
れていた。 この社会的潮流は,60年代後半に学生運動の洗礼を受 けた学生
たちが70年代に入 って就職 し,労働運動 ・社会運動の旗手 となったことと
も関係 している。これを裏返 して言えば,こ のような社会的潮流が,倒産企
業内において強い組合を形成させたとも言える。
ここで,上記① 「企業内部」 と② 「企業外部」の情勢を併せてまとあれば,
要するに,①企業内部には 「強い組合」が存在しており,同時に②企業外部
について も 「強い」大衆的支援が存在 していたのであり,したがって両項 目
ともに,戸塚氏のいう二つの条件,平 素から経営権を規制 し得 る強い組合の
存在 と平素からの周辺地域における強い労働組合運動の存在とを兼ね備えて
いたことになる。
③ 地価 ・物価など…さらに,倒 産反対争議を後押 しする要因として地価




















図4公 示価格変動率(累 積値)の 推移
出所:国土交通省(土地鑑定委員会)
1970年を基準とし,全用途平均値 ・全国平均値を基に作成。
けで も土地 の価格 が上昇 し(図4),争 議解決時 に,そ の不動産 を売却 する
こ とで 企 業 再 建 の 資 金 を獲 得 す る こ とが で きた(戸 塚 ・井 上[1981]
635～637頁。労働者 の権利 と倒産 問題研究会編[1999b]17,22頁)。また,
倒 産企業 が不 動産 を ほ とん ど所有 してい ない場合 で も,「負債 の支払 いを
　 　 　 　
猶予 して もらっている うちに,イ ンフ レの進 行で旧債 は相対的 にちいさ くな





いものの,一 般に倒産反対争議 自体ほとんど発生 していなかったと言われて






以降,再 び部分的に倒産反対争議が発生 し始めた。 そこで,本 項では,90
年代後半以降の倒産反対争議に直接的に関連する時代的特徴を,前 章に述べ
た70～80年代初めと比較 しなが ら確認する。
① 企業内部(争 議主体)…近年の組合組織率の低下,争 議件数の激減と


















めと比較 しなが ら要約すれば,90年代後半以降はかつてと異 なり,① 企業
内部に 「強い組合」の存在を期待できず,労 使協調的な組合 しかないか,ま
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たは倒産時に組合そのものが存在 していない,と いう状況にある。また,②
企業外部 について も,「強い」大衆的支援は期待できない情勢であ り,両
項 目ともに,戸 塚氏のいう二つの条件(本 稿2.②④)が 欠落していること
が判 った。
③ 地価 ・物価など…地価についてであるが,改 めて言うまでもなく,地
価はバブル経済崩壊後,下 落の一途 をたどっている(図4)。このため,職
場や工場を単に占拠 しているだけでは,労 働債権の目減 りを余儀なくされ,
たとえ売却する段となっても,これによって自主生産事業に補填するに足る
資金を獲得することは困難になっている。また,70～80年代のインフレ基
調 とは異な り,日銀によるゼロ金利政策(99年),およびデフレ状態の今 日
では,時 間の経過による旧債の相対的減少も期待できない。
④ その他…さらに,90年代後半以降においては,自 主生産闘争 に不利
な条件として,四 つ目の項目に,「破産の自由化」をあげなければな らない。
すなわち,90年代末か ら司法行政の領域において,倒 産処理法 ・破産法の
再編が進められ,破 産手続きに係る時間が短縮化,簡 略化 したのである。こ
れによって,争 議主体はこれまで以上に行動(旧 経営者 との協定締結,工 場
占拠など)の迅速化が求められるようになった。
以上,90年代後半以降の倒産反対争議は,か つて戸塚氏が主張 した二つ




70～80年代初めか らの争議 に固有 に新 しい特徴 とされた労働者 自主再建 ・
自主生産を目指す倒産反対争議が発生 している。









いう闘争手段)」を用いながら 「③企業再建」 まで要求 している。むしろ,
当時と異なるのは,掲 げられている三要求の内容ではな く,90年代後半以
　 　 　 の 　
降においては,企業内部に強い組合はおろか協調的組合す ら存在せず,ま た,






講 じ,そ の常態化 と企業 自主再建とが目指されてお り,70～80年代初めと
相違はない。
次に,「②労働者的秩序に基づ く会社経営の期待」であるが,前 出 「自主
生産ネ ットワーク」では,目指すべき企業組織のあり方(こ こでは特に,権








変革までをも見通 していたのは,後 者のうちのさらに一部であったろう。 し













　 つ 　 　
後半以降からの自主生産闘争では,か つて求め られた二つの条件,企 業内部
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
における平素からの強い組合,お よび,周辺地域における力量ある労働組合
運動,の 両者が欠如 しており,倒産という事態に直面 してから,いわば 「駆
け込み」で組合を結成 している場合がほとんどである。
筆者が以前,明 らかにしたところによれば,労働者 自主再建 ・自主生産を
成功させるための条件は,む しろ,ア.倒 産企業に残 った人材,イ.事 業内
容,ウ.保 有技術などが一定の水準以上に達 していること,エ.現 場労働者
の中に経営を担 う意思とその力量を有する人物が一人でもいること,等であっ
た。このとき問われているのは,い わば 「駆け込み」先 としての労働組合が,
70～80年代初めの時期に倒産反対争議で自主生産闘争 を経験 したことがあ
るか,そ れをノウハウとして蓄積 し,上手 く活用 しているか,で あった。
このとき,駆 け込んでくる現場労働者を受け入れ,倒 産反対争議を有効に
展開し得る労働組合 としては,特 に個人自由加盟の一般労組,当 該倒産企業
の所在地を活動エ リアとする地域ユニオンが想定されるであろう。というの
も,労働運動や市民運動が低迷 している90年代後半以降の時代背景の中で,
労働運動 と無縁の生活圏に暮 らしてきた(特 に中小零細企業の)労働者が,
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倒産反対争議の展開を目指 して 「駆け込む」先 として考えられるのは,そ の
ような労働組合に限定されがちだか らである。かつて総評などで部分的に展
開された倒産反対争議の経験 とノウハ ウや,同 じような経緯 によ って
70～80年代に再建 された先輩格企業(≒ 組合)の 経験とノウハウもまた,
倒産の憂 き目にある労働者に資するところ大であろうが,そ の経験とノウハ
ウを蓄積 している組織や人物に,彼 ら自身で短期間に(倒産反対争議では迅
速さが要求 される)辿 り着 くのは,至 極困難だか らである。現 に,90年代
後半以降の事例では,こ れも管見の限りであるが,一 般労組,地 域ユニオ ン
に駆け込み,そ の下で,企 業単位の分会を組織 している場合が多 く散見 さ
れる。
また,こ れら労働組合が果たす具体的な機能 としては,ア.政 治的機能
(責任追及機能),イ.対抗的実力行使機能,ウ.銀 行機能,エ.支 援ネット
ワーク機能,等 があげられる(拙 稿[2003])。さらに,90年代後半以降の
時代的特徴の四番目に 「その他」 としてあげた 「倒産処理法 ・破産法の再編









70～80年代初めの事例が,そ の後,実 際にはどのような経緯を辿 ったのか,
また,そ れを受けて研究者たちがどのような結論を導出したのかを詳 らかに
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度経済成長を背景 として,再 就職先の確保が比較的容易であ ったために,倒
産反対争議の三要求(0解 雇反対,② 労働債権確保,③ 企業再建)の うち,
「②労働債権確保」に力点が置かれ,退 職金の支払い以上の運動には発展せ
ず,特 に分析対象とするほどの意義がみられなかったといえる。
しか し,70年代 に入 って高度経済成長が終焉を迎え,ニ クソン ・ショッ
クや石油危機などの影響によって経済が後退すると,労働条件を維持 したま







職場を占拠 し,そ こで自主生産闘争を展開 しつつ,そ の永続化を図った点が
注目されたのであった。
市場経済体制を前提とするとき,不採算部門の消滅は,い わば必然である






第三次産業,と りわけサーヴィス業,卸 売 ・小売業の雇用労働者がかな り大
きく増加 していることは注目すべき点である。 しかもまさにこの分野で,事
業所の減少と同時にそれを上まわるほどの事業所の増加がみられることが指
摘 されている。……不況下における企業間格差,労 働条件格差の拡大,そ の
下向きのうごきを劇的に媒介 している節こそが,企 業倒産なのである。だか
ら,この企業倒産にいたる過程 自体に労働組合運動がつよい規制力をおよぼ
しえないかぎ り,あ の下向きの うごきを抑制す ることはできない」(戸塚
[1982]44頁)と主張 し,資本側主導による安易な倒産処理に異を唱えた。
(別の場で,戸 塚氏は 「破産の経済学」 として,そ の論を展開 している。戸
塚 ・井上[1981]648～650頁)。この主張の主旨は,要 するに,産業全体に
おける労働条件の切 り下げに抵抗 し,生活を防衛するための一つの可能的手





に,労 働者 自らによって雇用を確保することの意義が減退 した。そ して,さ
らにその後,バ ブル経済が崩壊 し,今一度,企 業倒産 と失業者が増大 した結
果,一 部で倒産反対争議を契機とする自主生産闘争が再び展開し始めたが,
その試み自体には,かつてと同様,雇 用確保の意義がクローズアップされて
いるにもかかわ らず,研 究対象として取 り上げられることはなくなった。
今 日の自主生産闘争が第一の研究意義(労 働者自身による雇用確保)を 減
少あるいは喪失させた理由として,少 な くとも以下三つの理由があげられる。
第一に,こ れまで,景 気循環に応 じて倒産と失業者増加の波が寄せては引
いていったように,今 回もまた,景気変動のうねりの中で,い ずれ元の水準





組合運動の力量)が 必要であるとした(本 稿2.(2}④)。しか し,今 日,こ
れらの条件を具備することは非常に困難な状況にあることに加え,さ らに悪
条件が重なっており(本稿3.(1)),この とが,研 究対象 として関心を寄せ
る動機を喪失させた可能性がある。




しか し,以上3つ の理由に関して,そ れぞれ次のような反論が成り立つ。
まず,一 つ 目に関 して。確かにこの先,景 気循環のうねりの中で,や がて
企業倒産や失業者問題が表面上解決 したように見える時期が来 るであろう。
しか し,「60年代の高度経済成長期における 『解決』とその後の景気後退」
と,「80年代後半か ら90年代初めのバブル経済期における 『解決』 とその
後の景気後退」の,それぞれのうねりの中で生 じた企業倒産 ・失業者問題は,
各々,異 なる相をみせている。 というのも,時代の変遷に伴って,労 働力供
給源の存在形態 もまた変容 しているからである。すなわち,戦後,一 次産業
の衰退と裏表に,二次,三 次産業が発展 し,同時に資本主義的企業における
被雇用労働者の数が増加 した。その結果,景 気の後退 によって雇用機会が減









して増加 しており,平成不況下 において もなお,その数は増加 している。 こ
れはすなわち,かつて,女 性被雇用労働者は家計補充的あるいは縁辺的労働
力 と捉えられていたのに対 して,今 日では,恒常的労働力として存在 してい
ることを意味 し,彼女たちが雇用機会を失った際には,完全失業者として労
働市場に残留す ることをも意味する(以 上,山 本[2004]564～567頁。他
に,野村[1998])。したがって,こ の先 も,景気変動の影響を直接受ける労
働者の数は,お そらく増大 し続けるであろう。 ということは,「平成不況を




半以降を起点 とする倒産反対争議を分析対象 として,労働者 自身による雇用
確保の試みを研究する意義は,重要性を増 しこそすれ,低減することはない。
次に,二 つ目に関して。確かに,本稿3.(1)でみたように,90年代後半以
降の倒産反対争議では,労働者 自主生産 ・再建を支える二つの条件が欠落 し
てお り,さらに,よ りいっそう不利な条件下にある。 しか し,それでもなお,
90年後半以降の事例分析によって,こ れらの条件は必ず しも必要ではな く,
彼 らの 「駆け込み」先 として,経験に裏打ちされたノウハウを持つ労働組合
(特に,個 人 自由加盟の一般労組,地 域ユニオン)が あれば,自主生産闘争
への シナリオを描けることが実証された(本稿3、(2)④,拙稿[2003])。し












まで,事 業の存続と雇用の継続を図る場合が散見 される。換言すれば,労 働
条件の切 り下げ(自 己搾取)に よる非効率性の温存であるが,こ れは,古 く
はウェッブ夫妻が主張 したように,労働組合が獲得 した当該産業の労働条件
の水準を引 き下 げることにつなが るため,反 対する意見 もある(Potter,
Beatrice[1891,1892]邦訳220～230頁,Webb,Sydney&Beatrice[1920]
邦訳60頁,[1921]邦訳537頁の(2)の㈱)。しか し,労使関係が企業ごとに










とに対 し,他企業の労働者が彼 らを批判する正当性は消滅する。 これは極論
であるが,倒産企業の労働者が,従前の産業領域内で雇用を確保することは,
他産業にとって廉価な労働力購入を妨げることとなり,む しろ,産業全体の
労働条件の地盤沈下を僅かなりとも和 らげる防波塁 となりえよう。 したがっ
て,い ずれ効率性原理に圧迫され,自主再建 した企業の再倒産が現実性を増
したとき,それで もなお,自 らの条件を切 り下げることで企業を存続 させる
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民主主義が既存の資本主義的会社経営に対置 される 「価値」 として現れ,労




内で構築する可能性が,第二の研究意義 として追究 された。そして,こ れま
での研究成果では,概 して否定的な結論が出されてきた(石 川[1983],井上
[1991][1992][1993],談話として杉村[2004]28ページ)。これらが示す




とする自主生産運動は,も はや,第 二の研究意義を失 っているといえよう。








統制 と地域労組の産別統制の機能)に,そ の可能性を見出 している。
このような試みは,90年代後半以降を起点 とする倒産反対争議の自主生
産運動で も行われている。たとえば,前述の自主生産ネ ットワークでは,目
指すべき企業組織のあり方を 「ピラ ミッ ド型からボール型へ」と表現 し,過
剰競争や経営者の過剰な恣意 ・権威主義的経営を牽制するべ く各自主生産企
業に指導 しており(本稿注19),さらに,そ の機能を強めるべ く,自主生産
企業の組織編成にまで踏み込んだ試みを展開しつつある。具体的には,自主
生産ネッ トワークを主宰するA労 組本部の構成員や当該ネッ トワークに加
盟 している自主生産企業の構成員,そ の他労働組合関係者,大 学教授などの
有識経験者 らによって,自 主生産企業ごとに付随するかたちで経営委員会を
設置 し,ここが当該企業運営に関する立案 ・検討 ・監査機能を担い,各 自主
生産企業に対 して 日常的に勧告 ・提案を行 うとともに,各 自主生産企業 は企
業運営上の問題を経営委員会に諮 問する。また,経 営委員会,各 自主生産
企業の両組織を包括する組織 として,従業員全員が参加する全体会を設置し,
最低年一回開催することで,給 与 ・報酬,役 員選任,一 般人事承認などを
担う組織編制の導入を試み始めている20)。なお,当 該組織編成は,2005年6



















的(及 びそれと不可分の三要求)の ために結成されたわけではな く,それ以
　 　 　 　 　 　 　
外の,す なわち,企業倒産を前提としない平素時における労働者の要求を実
　 　 　 　 　 　 　
現 させるために結成されていたことを意味する。ここで,平素時における労















しているが,今 日の企業倒産 も,資本主義的問題に依拠 して発生 し,そこで
働 く労働者に危機的状況をもたらす以上,お なじく 「危機」下における労働
組合観として,生 産主義的労働組合を,平素時における分配主義的労働組合
に対置することも許されるであろう。以下,こ の大河内氏が提示 した 「平素
時における分配主義的労働組合」 と 「危機下における生産主義的労働組合」







義的労働組合であったといえる。以下,前 者(①)と 後者(②)を 順に見て
いく。
① 分配主義的労働組合(70～80年代初め)… まず,前 者においては,
経営に規制を加えることを通 じて,雇用条件もしくは労働生活の諸条件の維
持改善を目的とした分配主義的労働組合 として結成 されたのであって,そ の
中心的発想は,本来,経 営機能への規制であった。 しかし,倒産 という危機

























係論に転 じるため,あ えて,倒産反対争議の研究対象とする必要を失う。 こ
のよ うな労使分立型解決の倒産反対争議研究 に,0の 方法 として戸塚他
[1995],②の方法として井上[1991]などがあるが,こ のような型の自主再
建企業では資本主義的秩序に転化 していくことが,井上氏によって示された。












常 に横たわっている。 そして,こ の点にこそ,90年代後半以降を起点 とす
る事例 に注目すべき理由が存在する。以下,こ れに関して論 じる。
② 生産主義的労働組合(90年代後半以降)… 後者においては,そ のほ
ぼ全てが,倒 産後あるいは倒産が不可避的状況に直面 してはじめて組合が結
成 されている。彼らはほぼ全員,こ れまで労働運動や組合活動 とは無縁の世
界で暮 らしてきたのであって,あ る日,突 然に倒産の危機 に巻き込 まれ,













うな外観を呈 しているかもしれないが,そ の内実は,闘争過程を共に切 り抜















　 　 　 　 　 　 　 　 　
ここで,分配主義的労働組合ではない元来的に生産主義的労働組合と,そ
　 　 　 　 コ 　 　
れが主体 となって運営する,利潤主義的経営ではない生産主義的経営が成立
する。付言すれば,経 営者であることにある種のロマンを抱き,そ こか ら欲
求充足を得ている以上,彼 らにとっては利潤追求よりも,生産の継続が最優
先されることになる。 これは労働運動とは無縁の世界に暮 らしてきた労働者
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
が,倒 産の危機に直面 して,当 初から生産主義的な組合を結成 した90年代
後半以降に固有の特徴 と適合的である。彼 らには組合機能 と経営機能との二
重性から生 じる矛盾が当初か ら存在せず,生 産主義的労働組合と生産主義的
経営 とが直結 して実現 し得る。 これと対比すれば,井 上氏が明 らかに した
70～80年代初めを起点とする事例は,分配主義的労働組合から生産主義的労
働組合に転 じ,その後,生 産主義的経営に移行 した後で,さ らに利潤主義的
経営へと転換を遂げており,二重に矛盾に満ちた生産主体ともいえる。











受けて,「私たちは,資 本主義体制の生命力 について も,労働運動の戦闘性
についても,必ず しも的確に近い将来を見 とおしてはいなかったのである」
(戸塚 ・徳永[1993])と述べ,そ の研究意義の減退を間接的ながら表明 した。








働運動(特 に争議団)や社会運動を背景 として,カ ンパや自主生産企業の製
品の購入を通 じた支援が行われていた。そ して支援を受けた側は,そ のお礼
に,支援で返すという互酬的な交通が見られた。 しかし,支援者の間に自社
製品が一巡すると,それ以上の売上は望むべくもな く,互酬的取引か ら市場
取引(全 目的貨幣を介 した需給メカニズムに基づ く価格設定と不特定多数の
二点間取引)へ と,売買の場をシフトせざるを得なくなっていった2D。また,
新 自由主義の時代が到来 し,労働運動が下火となった結果,そ もそも脆弱で
あった互酬的取引を支えていた屋台骨が瓦解し,自主生産企業は市場競争の
中へ全身的に埋没していかざるを得な くなった。 ここに,自 主生産の第三の
研究意義 も挫折 した観が現れた。 さらに,市 場原理が要求する効率性の外圧
によって,自主生産企業に利潤主義的経営への転換が起こり,第二の研究意
義 も消滅 したと思われた(た とえば,井上[1991][1992][1993]。それに
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対するポジティブな批判 として,塚 本[1995][1996])。しか し,第二の研
究意義は,今 日的事情を鑑みれば,む しろ,よ りいっそうの重要性と可能性
をもって現れることを,筆者は前項において論証 した。そこで,こ こでは本
項の主旨に沿 って,第三の研究意義の検討を続ける。なお,以 下では,かつ
て筆者が研究対象 としたT社 を中心 として考察を重ねる。








互往来の中で暗黙知的に相場を形成 しており,あ らかじめ価格を取 り決める
こと無 しに加工を施 し,納品後,事 後的に価格を決定するという関係を築い
てお り,またその価格 もお互いの商売の具合に応 じて融通を利かせるという
ものであった。このような取引関係は,利潤極大化には適さずとも,生計維
持には極あて有効な機能を持っていた。それは一度倒産 した企業が,経営の




の競争を絶え間な く繰 り返すことを強いられる。このとき,そ の市場競争原
理は,や がて社内にもたらされずにはおかない。既存の資本主義的経営に転
化 した70～80年代初めに起点を持つ 自主再建企業の研究では,管 見の限 り,
このような市場直結型企業を対象としていた。


































ある。 この契機をより精緻に明 らかにすることは,労働運動が低迷する今 日
的状況において,労 働者が自らの価値を体現するための手掛かりを提供す る




行研究の到達点が明 らかにされ,そ の限界 と可能性の考察を通 じて,90年
代後半以降を起点 とする事例を研究対象 とする意義が提示 された。
《注》
1)労 働者自らが企業再建を目指して自主生産を行っている状態を 「闘争」と呼び,
その常態化が図 られたものを,(未実現,既 実現にかかわ らず)「運動」 と呼ぶ こ
とにする。本稿では,倒産反対争議研究を通 じて常態的な労働者的秩序を模索す





ない(戸塚[1980],4～5頁や,戸 塚 ・井上[1981]524頁,533頁注7の 指摘)。
筆者が管見する限 り,公刊された論文やルポでは,70～80年代初めを起点とす




3)本 稿末尾に,倒産反対争議(自 主生産 ・自主再建闘争)に 係る公刊文献を参考
資料として挙げる。
4)T社 は,80年代までの事例研究で主な分析対象とされたのと同じく,中小規
模の製造業者(倒 産以前の資本金300万円,自主再建企業 も同額で設立)で あり,
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比較研究する上で適切な事例といえよう。T社 の事実上の倒産時点は95年12月





塚本[1995,1996],戸塚 ・井上 ・粕谷 ・金澤[1995],小関[1998]などがある。




業資産の売却整理を進める場合 もある。 したがって,労 働債権の確保を実現する
物質的保障として,い ち早 く職場や工場を占拠 し,会社資産の流出を防ぐ必要が
ある。
7)井 上[1981]24～27頁。特に第一表,第 二表を参照されたい。但 し,著者は




として,争 議解決時または解決後,事 後的に起 こる場合 もある(た とえば井上







(経営権の蚕食)す る運動が必然化する(井上[1991]終章)。したが って,こ の
場合の 「強い組合」とは,経 営権を蚕食し,職制機構を飲み込むことで,自 己の
対抗力を行使しうる組合のことを表す。(逆に,「弱い組合」の場合には,経営側





















化など,労 働者内部の生活 ・運動倫理の確立が不可欠であるが,そ れがどの程度




















本の労働者 自主生産運動においては,東芝 アンペックス分会,パ ラマウン ト製靴
労働組合,全 造船 ・笠戸分会などの活動(た とえば,小関[1998],ワーカーズ ・
コレクティブ調整センター[1995])があげられる。





件,95年1,200件,2000年958件と激減 している(厚 生労働省 「労働争議統計
調査」より)。
18)労働者の権利 と倒産研究会編[1999a][1999b]に紹介されている90年代後
半の倒産反対争議事例(約10事 例)に おいて も,そのほぼ全て,倒 産が確実視
されてか ら,も しくは倒産直後にいわば 「駆け込みで」組合が結成されている。
また筆i者がかつて事例研究を行ったT工 作所分会も同様である(拙稿[2003])。
19)「第一回自主生産の日」会資料,A労 働組合T書 記長作成 「自主生産が作り出
す もの」(2002年6月12日)より。 なお,筆 者は 「自主生産の 日」の会を第一
回(2002年)～第四回(2005年)まで傍聴 している。
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で,倒 産反対争議,自 主生産 ・再建闘争の事例が紹介され始めている。
(いしかわ ・きみひご 経営学部兼任講師)
